
第１　貸借対照表

（単位：円）

科　　　目 科　　　目

（資産の部） （負債の部）

流動資産 1,516,222,364 流動負債 612,706,915

　　現金及び預金 269,353,259 　　工事未払金 118,529,055

　　預け金 50,032,053 　　短期借入金 0

　　受取手形 151,932,000 　　リース債務 3,189,120

　　完成工事未収入金 573,000,254 　　未払金 45,570,166

　　契約資産 335,617,515 　　未払費用 74,786,773

　　未成工事支出金 107,740,841 　　未払法人税等 11,678,040

　　材料貯蔵品 10,205,622 　　未払消費税等 198,229,859

　　前払費用 9,626,237 　　契約負債 156,153,840

　　未収入金 182,795 　　預り金 4,570,062

　　その他 8,531,788

固定資産 822,692,650

　有形固定資産 636,635,467 固定負債 207,372,606

　　建物 196,095,714 　　退職給付引当金 164,020,046

　　構築物 47,449,878 　  役員退職慰労引当金 26,400,000

　　機械及び装置 90,581,262 　　リース債務 7,952,560

　　車両及び運搬具 1,739,052 　　その他固定負債 9,000,000

　　工具及び器具備品 14,319,644 負 債 合 計 820,079,521

　　土地 252,706,755 （純資産の部）

　　リース資産 10,128,800 株主資本 1,518,835,493

　　建設仮勘定 23,614,362 　資本金 100,000,000

　無形固定資産 10,154,985 　資本剰余金 124,861,000

　　ソフトウェア 9,938,985 　　資本準備金 99,000,000

　　電話加入権 216,000 　　その他資本剰余金 25,861,000

　投資その他資産 175,902,198 　利益剰余金 1,293,974,493

　　出資金 8,545,000 　　利益準備金 1,050,000

　　長期前払費用 2,000,735 　　その他利益剰余金 1,292,924,493

　　貸付金 3,708,522 　　　別途積立金 5,000,000

    繰延税金資産 128,481,964 　　　繰越利益剰余金 1,287,924,493

　　その他の投資 33,165,977

　　 純 資 産 合 計 1,518,835,493

資 産 合 計 2,338,915,014 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,338,915,014

　計　算　書　類

貸　借　対　照　表　　　2025年3月31日現在

金 額 金 額

１



第４　個別注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法
未成工事支出金・・・・・・個別法による原価法
材料貯蔵品・・・・・・・・個別法による原価法

２．固定資産の減価償却方法
有形固定資産・・・・・・・定率法　ただし、１９９８年４月１日以降取得の建
(リース資産除く)　　　　　物（附属設備は除く）及び２０１６年４月１日以降
　　　　　　　　　　　　　取得の建物附属設備及び構築物については定額法
　　　　　　　　　　　　　２００７年度税制改正により残存到達資産の残価は、
　　　　　　　　　　　　　改正規定に則り5年均等償却により期間費用に計上。
無形固定資産・・・・・・・定額法
(リース資産除く)

リース資産・・・・・・・・リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法
(所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産)

３．引当金の計上基準
貸倒引当金・・・・・・・・個別評価金銭債権及び一括評価金銭債権に貸倒実積
　　　　　　　　　　　　　率を乗じた結果、直近の貸倒実績がない為、貸倒引
　　　　　　　　　　　　　当金を計上しておりません。
受注工事損失引当金・・・・受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年
　　　　　　　　　　　　　度末の未引渡工事のうち損失が見込まれ、かつ、そ
　　　　　　　　　　　　　の金額を合理的に見積ることができる工事について
　　　　　　　　　　　　　翌事業年度以降の損失見込額を計上しております。
退職給付引当金・・・・・・従業員の退職給付に備えて、期末における退職給付
　　　　　　　　　　　　　債務を計上しております。
役員退職慰労引当金・・・・役員の退職慰労金の支払に備えるために、内規に基
　　　　　　　　　　　　　づく期末要支給額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準
当社は主として、橋梁や水門、その他鋼構造物の設計・製作・据付・メンテナ
ンスを手掛ける事業を行っております。
請負工事契約については、契約期間にわたる工事の進捗に応じて履行義務が充足
されるため、原則として履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基
づき収益を一定の期間にわたり認識しております。
履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、見積総原価に対する発生原価の
割合(インプット法)で算出しております。

５．グループ通算制度の適用
グループ通算制度を適用しております。

Ⅱ．株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度期末
株式数（株）

普通株式 119,955 0 0 119,955
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2．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項
　配当金支払額等
　令和６年１１月２６日の弊社取締役会において次のとおり決議しています。
　　普通株式の配当に関する事項
　　　配当金の総額　　７７，９７０，７５０円　
　　　１株当たりの配当額　　　　　　６５０円
　　　基準日　　　　　　　　令和６年３月３１日
　　　効力発生日　　　　　　令和６年１２月３１日
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